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医療制度改革と今後の生活習慣病対策について

厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室

医療費の動向と生活習慣病対策の重要性
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注１：国民所得は、内閣府発表の国民経済計算（２００６年５月発表）による。

注２：老人医療費は、平成１４年の制度改正により、対象年齢が７０歳から段階的に引き上げられており、平成１６年１０月より７２歳以上と

なっている。
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国民医療費の国民所得に対する割合（％）
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国 民 医 療 費 （兆円）

年度

37.2% 37.5%

30.1 31.1

（％）

31.0

37.9%

 60 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
国民医療費 6.1 5.9 4.5 5.6 1.6 2.3 3.8 ▲1.8 3.2 ▲0.5 1.9 1.8
老人医療費 12.7 9.5 9.3 9.1 5.7 6.0 8.4 ▲5.1 4.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7
国民所得 7.4 1.4 0.1 1.3 1.0 ▲2.7 ▲1.5 1.3 ▲2.9 ▲1.4 0.7 0.7

国民医療費等の対前年度伸び率（％）

○我が国の国民医療費は国民所得を上回る伸びを示している。

・被用者本人
２割負担へ
引上げ

・外来薬剤
一部負担導入

・診療報酬 ・
薬価等の改定

▲１．３％

・介護保険制度 が
施行

・高齢者１割負担導
入

・診療報酬 ・
薬価等の改定

▲２．７％
・高齢者１割
負担徹底

・食事療養費制
度の創設

・診療報酬 ・
薬価等の改定

▲１．０％

・老人一部負担金の 物
価スライド実施

31.5

・被用者本人
３割負担へ 引
上げ

36.9%

医 療 費 の 動 向医 療 費 の 動 向

人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055） -平成18年中位推計-
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2005年(実績) 2030年 2055年

75歳～
1,160( 9%)

65～74歳
1,407(11%)

15～64歳
8,409(66%)

～14歳
1,752(14%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,522万人

総人口
8,993万人

75歳～
2,266(20%)

75歳～
2,387(27%)

65～74歳
1,401(12%)

65～74歳
1,260(14%)

15～64歳
6,740(59%)

15～64歳
4,595(51%)

～14歳
1,115(10%)

～14歳
752(8%)

万人 万人 万人

歳歳 歳

2006年～
生まれ

2006年～
生まれ

注：2005年は国勢調査結果。総人口には年齢不詳人口を含むため、年齢階級別人口の合計と一致しない。
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生活習慣病の医療費と死亡数割合

（注）国民医療費（平成16年度）、わが国の慢性透析療法の現況（2004年12月31日）等により作成 （注）人口動態統計（平成16年）により作成

医療費（平成16年度）
生活習慣病・・・１０．４兆円

死因別死亡割合（平成16年）
生活習慣病・・・６１．０％

その他 21.7兆円

国民医療費 32.1兆円

その他 39.0％

糖尿病

（糖尿病の
合併症を含む）

1.９兆円

脳血管疾患 2.1兆円

虚血性心疾患 0.9兆円

高血圧性疾患

2.8兆円

悪性新生物 2.6兆円

悪性新生物 31.1％

心疾患 15.5％

脳血管疾患 12.5％
糖尿病 1.2％

高血圧性疾患 0.6％

生活習慣病は国民医療費の約3割を占め、死亡数割合では約6割を占める

生活習慣病の現状

・糖尿病 ：
強く疑われる人 ８２０万人
可能性が否定できない人 １，０５０万人

合 計 １，８７０万人

・高血圧症：
有 病 者 ３、９７０万人
正常高値血圧 １，５２０万人

合 計 ５，４９０万人

・脳卒中 ：死亡者数 １３万人／年
・心筋梗塞：死亡者数 ５万人／年

総合的な生活習慣病対策の実施が急務総合的な生活習慣病対策の実施が急務

→ 短期的な効果は必ずしも大きくないが、中長期的には、

健康寿命の延伸、医療費の適正化等への重要なカギとなる。

生活習慣病対策実施による
老人医療費の適正化（イメージ）

年齢

疾
病
の
リ
ス
ク
要
因

（
介
入
可
能
）

１
人
当
た
り
医
療
費

発症水準

健康増進

重症化抑制

老人医療費
の適正化

発症抑制

加 齢

肥満者の生活習慣病の重複の状況（粗い推計）

糖尿病

高血圧症高脂血症

（H14糖尿病実態調査を再集計）

肥満に加え、糖尿病、高血圧症、高脂血症が・・・

いずれか１疾患有病
約４７％

いずれか２疾患有病
約２８％

３疾患すべて有病
約 ５％

肥満のみ
肥満のみ
約２０％

例えば糖尿病では、5年間で「強く疑われる人」・
「可能性が否定できない人」の合計が、1.3倍の増加

生活習慣の変化や高齢者の増加等によって・・・

→ 生活習慣病の有病者・予備群が増加

生活習慣病の現状 （粗い推計）
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○糖尿病 ：強く疑われる人 ８２０万人／可能性が否定できない人 １０５０万人
○高血圧症 ：有病者 ３９７０万人／正常高値血圧者 １５２０万人

例えば、糖尿病が強く疑われる人は９年間で１３０万人（約１９％）増加、
可能性が否定できない人を加えると５００万人（約３６％）増加している。

生活習慣病有病者の状況生活習慣病有病者の状況生活習慣病有病者の状況
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参考）糖尿病実態調査、国民健康・栄養調査
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ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ（内臓脂肪症候群）の予備群と考えられる者（腹囲≧90cm＋項目１つ該当）

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者（腹囲≧90cm＋項目２つ以上該当）[％]
女性
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総数 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上 (再掲)40-74歳

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ（内臓脂肪症候群）の予備群と考えられる者（腹囲≧85cm＋項目１つ該当）

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者（腹囲≧85cm＋項目２つ以上該当)[％]
男性

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該当者・予備群の状況

（厚生労働省

平成１８年国民健康・栄養調査結果）

40～74歳については、男性の２人に１人、女性の５人に１人が、メタボリックシンド
ローム（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者（該当者）又は予備群と考えられる者であ
り、 該当者数 約
９６０万人 予備群者数 約９８０万人
併せて 約1,9４0万人 と推定される。

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者
腹囲が男性85cm以上、女性90cm以上で、３つの項目（血中脂質、血圧、血糖）のうち２つ以上の項目に該当する者

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の予備群と考えられる者
腹囲が男性85cm以上、女性90cm以上で、３つの項目（血中脂質、血圧、血糖）のうち１つに該当する者
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男性は、いずれの年齢階級においても、
肥満者の割合が２０年前（昭和６１年）、１０年前（平成８年）と比べ増加。

男性

女性

肥満の出現率の推移（20歳以上、性･年齢階級別）肥満の出現率の推移（肥満の出現率の推移（2020歳以上、性･年齢階級別）歳以上、性･年齢階級別）

参考）平成18年国民健康・栄養調査
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肥満者 普通体重 低体重（やせ）

60-69歳50-59歳40-49歳30-39歳20-29歳 70歳以上

①20年前（昭和61年） ②10年前（平成8年） ③平成18年
（BMI≧25）（18.5≦BMI＜25）（BMI＜18.5）

・不適切な食生活

・運動不足

・ストレス過剰

・睡眠不足

・飲酒

・喫煙 など

・肥満

・高血圧

・脂質異常

・高血糖

・心疾患
（心筋梗塞、狭心症）

・脳血管疾患
（脳出血、脳梗塞）

・糖尿病による人工透析

・網膜症による失明

・肥満症

・高血圧症

・脂質異常症

・糖尿病

【生活機能の低下

要介護状態】

【死亡】

健康づくりに関する
普及・啓発

健 診 保健指導

（発症予防の取組）
・生活習慣（食事・運
動・ 禁煙 等）の改善

指導

保健指導・医療
（重症化予防の取組）

・受療促進
・適切な治療と生活
習慣（食事・運動・禁煙

等）の改善指導

【境界領域期】
（メタボリックシンドローム予備群）

【不適切な生活習慣】

・要介護

・死亡

【重症化・合併症】

○脂肪エネルギー比

○野菜摂取量

○日常生活における歩数

○運動習慣のあるものの割合

○睡眠による休養不足者の割合

等

○メタボリックシンドローム予備
群・該当者数

・肥満度測定結果（腹囲、BMI）
・血圧測定結果

・脂質測定結果

・血糖測定結果

【 生活習慣病発症】
（メタボリックシンドローム該当者）

○メタボリックシンドロー
ムの概念の浸透度

○医療機関受診率

●虚血性心疾患新規受診率

●脳血管疾患新規受診率

●糖尿病による視覚障害新規発症率

●糖尿病による人工透析新規導入率

●虚血性心疾患死亡率

●脳血管疾患死亡率

●平均自立期間

○健診実施率 ○保健指導実施率 ○メタボリックシンドローム
該当者・予備群の減少

糖尿病等の生活習慣病の発症予防・重症化予防の流れに対応した客観的評価指標



6

メタボリックシンドローム診断基準検討委員会

動
脈
硬
化
学
会

糖

尿

病

学

会

肥

満

学

会

高

血

圧

学

会

循

環

器

学

会

腎

臓

病

学

会

血
栓
止
血
学
会

内科学会

メタボリックシンドロームの疾患概念の確立

～ 脳卒中や心疾患の発症を予防するカギとなる考え方が提唱されている ～

内臓脂肪型肥満

高血糖

不健康な生活習慣

○脂肪細胞から多彩な生理活性物質が分泌される

代謝の異常
アディポサイトカイン分泌異常

○８学会が合同で疾患概念と診断基準を策定した
（平成17年４月 日本内科学会総会で公表）

放置し続けると・・・

脳卒中、心疾患（心筋梗塞等）、

糖尿病合併症（人工透析・失明）等へと進展

高血圧 脂質異常

腹腔内脂肪蓄積
腹囲 男性≧85cm

女性≧90cm
（内臓脂肪面積 男女とも≧100cm2に相当）

上記に加え以下のうち２項目以上

高トリグリセライド血症 ≧150mg/dL
かつ/または

低HDLコレステロール血症 ＜40mg/dL 男女とも

収縮期血圧 ≧130mmHg
かつ/または
拡張期血圧 ≧85mmHg

空腹時高血糖 ≧110mg/dL

メタボリックシンドロームの診断基準
ー ８学会策定新基準 (2005年4月) ー

※糖尿病等に対する薬剤治療を受けている場合は、それぞれの項目に含める。
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(財)住友病院・院長 松澤先生より資料提供

メタボリックシンドロームを標的とした対策が
有効と考えられる３つの根拠

高血糖 高血圧 脂質異常

運動習慣の徹底
食生活の改善

内臓脂肪型肥満

個々のクスリで、１つの山だ
け削っても、他の疾患は改善
されていない。

内臓脂肪の減少

高血糖、高血圧
脂質異常

がともに改善

いずれか２疾患有病
約２８％

いずれか１疾患有病
約４７％

３疾患すべて有病
約 ５％

肥満のみ
約２０％

第1の根拠

肥満者の多くが複数の
危険因子を併せ持っている

糖尿病

高血圧症高脂血症

肥満のみ

第2の根拠

危険因子が重なるほど
脳卒中、心疾患を発症
する危険が増大する

40

30
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10

0 1 2 3〜4

1.0

0

5.1 5.8

35.8

危険因子の保有数

心
疾
患
の
発
症
危
険
度

第3の根拠

生活習慣を変え、内臓脂肪
を減らすことで危険因子の
すべてが改善
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生活習慣病の発症・重症化予防

○高血糖、高血圧、高脂血、内臓肥満などは別々に進行するの
ではなく、「ひとつの氷山から水面上に出たいくつかの山」
のような状態

○投薬（例えば血糖を下げるクスリ）だけでは水面に出た
「氷山のひとつの山を削る」だけ

○根本的には運動習慣の徹底と食生活の改善などの生活習慣の
改善により「氷山全体を縮小する」ことが必要

適正な血糖・血圧・血中脂質

摂取エネルギーの減少
正しい栄養バランス

消費エネルギーの増大
心身機能の活性化

達成感・快適さの実感

継続

食生活の改善

体重・腹囲の減少

代謝の活性化・内臓脂肪の減少
（良いホルモン分泌↑、不都合なホルモン分泌↓）

高血糖 高血圧 高脂血

運動習慣の徹底

代謝機能の不調

内臓肥満

個々のクスリで、１つの山だけ
削っても、他の疾患は改善され
ていない。

氷山全体が縮んだ！

１に運動１に運動

２に食事２に食事

しっかり禁煙しっかり禁煙

最後最後ににクスリクスリ

・禁・禁 煙煙

・運動習慣の徹底・運動習慣の徹底

・食生活の改善・食生活の改善

生活習慣の改善

生活習慣病対策と
老人医療費への影響

年
齢

疾
病
の
リ
ス
ク
要
因

（介
入
可
能
）

１
人
当
た
り
医
療
費

発症水準発症水準
健康増進

重症化抑制

老人医療費
の適正化

発症抑制

加 齢
（例えば糖尿病は発症して25年で70%超に合併症発現）
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医療制度改革の概要

医 療 費 の 増 加

主要因は老人医療費の増加

老人増

１人当たり老人医療費＝若人の５倍

１人当たり老人医療費は都道府県により大きな格差（平均７５万円、最高：福岡県約９０万円、最低：長野県約６０万円

愛知県約７５万円）

１ 人 当 た り 外 来 医 療 費 の 増

生 活 習 慣 病 を 中 心 と す る 外 来 受 診 者 の 受 診 行 動

内臓脂肪型肥満に起因する生活習慣病患者・予備群の増加

１ 人 当 た り 入 院 医 療 費 の 増

病 床 数 の 多 さ （ 平 均 在 院 日 数 の 長 さ ）

在 宅 （ 自 宅 で な い 在 宅 含 む ） 療 養 率 の 低 さ

要

因

分

析

・ 医 療 機 能 の 分 化 ・ 連 携

・ 地 域 に お け る 高 齢 者 の 生 活 機 能 の 重 視

取

組

の

体

系

生 活 習 慣 病 対 策

急 性 期

回 復 期

療 養 期

在宅療養

連携

介護提供体制

①保険者と地域の連携した一貫した健康づくりの普及啓
発

②網羅的で効率的な健診

③ハイリスクグループの個別的保健指導

医医 療療 費費 増増 加加 のの 構構 図図
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医療制度改革の基本的考え方

医療制度改革大綱（平成17年12月1日政府・与党医療改革協議会） －概要－

Ⅰ 基本的な考え方
○ 世界最長の平均寿命と高い医療水準を達成してきた国民皆保険制度を将来にわたって堅持
○ 患者の視点にたって、安心・安全で質の高い医療が受けられる体制を確保

Ⅱ 安心・信頼の医療の確保と予防の重視
○ 地域ごとの医師の偏在によるへき地等における医師不足、また、小児科、産科などの特定の診療科における医師不足に対応する

ため、都道府県ごとに医療対策協議会を設置し、医学部入学定員の地域枠を拡大するなど、地域の実情に応じた医師確保策を総合
的に講じていく。

○ 急性期から回復期を経て自宅に戻るまで、患者が、一貫した治療方針のもとに切れ目ない医療を受けることができるよう、地域医療
を見直す。このため、医療計画において、脳卒中対策、がん医療、小児救急医療などの事業別の医療連携体制を構築する。

○ 患者に対する情報提供を推進し、患者の医療に対する選択に資するため、都道府県による医療機関に関する情報提供を制度化す
る。

○ 治療重点の医療から、疾病の予防を重視した保健医療体系へと転換を図っていく。この際、生活習慣病の予防に重点を置く。

Ⅲ 医療費適正化の総合的な推進
○ 医療保険制度を将来にわたり持続可能なものとするため、医療費について過度の増大を招かないよう、その伸びの適正化を図り、

給付と負担の均衡を図る。
○ このため、糖尿病等の患者・予備群の減少、平均在院日数の短縮を図るなど、計画的な医療費の適正化対策を推進する。
○ また、医療費の無駄を常に点検するとともに、国民的な合意を得て、公的保険給付の内容・範囲の見直しを行う。

Ⅳ 超高齢社会を展望した新たな医療保険制度体系の実現
○ 老人医療費を中心に国民医療費が増大する中、現行の制度では、現役世代と高齢者世代の負担の不公平が指摘されている。

このため、新たな高齢者医療制度を創設し、高齢者世代と現役世代の負担を明確化し、公平で分かりやすい制度とする。
また、市町村国保、政管健保、健保組合について、都道府県単位を軸とする保険者の再編・統合を進め、保険財政の基盤の安定を
図る。

医療制度改革法の概要

【良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一
部を改正する法律】

①都道府県を通じた医療機関に関する情報の公表制度の創設など情報提供
の推進

②医療計画制度の見直し（がんや小児救急等の医療連携体制の構築、数値
目標の設定等）等

③地域や診療科による医師不足問題への対応（都道府県医療対策協議会の
制度化等）

④医療安全の確保（医療安全支援センターの制度化等）

⑤医療従事者の資質の向上（行政処分後の再教育の義務化等）

⑥医療法人制度改革 等

【健康保険法等の一部を改正する法律】

①医療費適正化の総合的な推進

・医療費適正化計画の策定、保険者に対する一定の予防健診の義務付け

・保険給付の内容、範囲の見直し等

・介護療養型医療施設の廃止

②新たな高齢者医療制度の創設（後期高齢者医療制度の創設、前期高齢者
の医療費にかかる財政調整）

③都道府県単位の保険者の再編・統合（国保の財政基盤強化、政管健保の
公法人化等） 等

１．安心・信頼の医療の確保と予防の重視
（１）患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療

が受けられる体制の構築
・医療情報の提供による適切な選択の支援
・医療機能の分化・連携の推進による切れ目のない

医療の提供（医療計画の見直し等）
・在宅医療の充実による患者の生活の質（QOL）の

向上
・医師の偏在によるへき地や小児科等の医師不足

問題への対応 等
（２）生活習慣病対策の推進体制の構築

・「内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）」の概
念を導入し、「予防」の重要性に対する理解の促
進を図る国民運動を展開

・保険者の役割の明確化、被保険者・被扶養者に
対する健診・保健指導を義務付け

・健康増進計画の内容を充実し、運動、食生活、喫
煙等に関する目標設定 等

２．医療費適正化の総合的な推進
（１）中長期対策として、医療費適正化計画（５年計画）

において、政策目標を掲げ、医療費を抑制（生活習
慣病の予防徹底、平均在院日数の短縮）

（２）公的保険給付の内容・範囲の見直し等（短期的対
策）

３．超高齢社会を展望した新たな医療保険制度
体系の実現

（１）新たな高齢者医療制度の創設
（２）都道府県単位の保険者の再編・統合

医療計画、介護保険事業支援計画、健康増
進計画との調和が必要

医療制度改革大綱の基本的な考え方
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○保険者に、４０歳以上の加入者に対して、糖尿病等に着目した健康診査及び保健指導の実施を義務付け

○ 医療費適正化基本方針の作成
・都道府県医療費適正化計画の目標の参酌標準
・都道府県医療費適正化計画の作成、評価に関する基本的事項 等

○ 全国医療費適正化計画の作成
・全国的目標値（メタボリックシンドローム該当者・予備群減少率・平均在院日数）
・目標達成のために国が取り組むべき施策（生活習慣病対策、平均在院日数短縮
策） 等

○ 都道府県における事業実施への支援
・平均在院日数の短縮に資する診療報酬の見直し

・医療提供体制の整備
・人材養成
・病床転換に関する財政支援

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成２２年度）、

実績の評価（最終年の翌年・平成２５年度）

国

○ 都道府県医療費適正化計画の作成
・目標値（メタボリックシンドローム該当者・予備群減少率・平均在院日数）
・目標達成のために都道府県が取り組むべき施策（生活習慣病対策、
平均在院日数短縮策） 等

○ 事業実施
（生活習慣病対策）
・保険者事業（健診・保健指導）の指導
・市町村の啓発事業の指導

（在院日数の短縮）
・医療機能の分化・連携の推進、在宅医療の推進
・病床転換の支援

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成２２年度）、

実績の評価（最終年の翌年・平成２５年度）

都道府県

○ 都道府県に配慮して診療報酬を定めるように努める（※） ○ 診療報酬に関する意見を提出することができる（※）

○ 都道府県と協議の上、地域の実情を踏まえつつ、適切
な医療を各都道府県間において公平に提供する観点から
見て合理的であると認められる範囲で、都道府県の診療
報酬の特例を設定することができる
※設定にあたっては中医協において審議

○ 保険者・医療機関に対する必要な助言又は援助等（※）

実績評価の結果を踏まえた措置

共 同 作 業

保険者

◎ 平成２０年度を初年度とする医療費適正化計画（５年計画）において、政策目標を掲げ、医療費の伸びを適正化
・ 生活習慣病予防の徹底 → 政策目標：生活習慣病有病者・予備群を２５％減少 （平成２７（２０１５）年度）
・ 平均在院日数の短縮 → 政策目標：全国平均（３６日）と最短の長野県（２７日）の差を半分に縮小 （同上） （愛知県約３１日）

（※）については中間年における進捗状況の評価時も同様

中長期的な医療費適正化方策中長期的な医療費適正化方策
基本的な考え方

保険者協議会

健診・保健指導の重点化・効率化

○ 内臓脂肪症候群等の該当者・予備群に対する保健
指導を徹底するため、効果的・効率的な健診の実施効果的・効率的な健診の実施
により、該当者・予備群の確実な抽出を図るととも
に、健診の結果を踏まえ、保健指導の必要度に応じ
た対象者の階層化対象者の階層化を図り、動機づけの支援を含めた
保健指導プログラムの標準化保健指導プログラムの標準化を図る。

医療保険者による保健事業の取組強化

○ 健診未受診者の確実な把握、保健指導の徹底、
医療費適正化効果までを含めたデータの蓄積と効果
の評価といった観点から、医療保険者による保健事
業の取組強化を図る。
→ 医療保険者に糖尿病等の予防に着目した健診・医療保険者に糖尿病等の予防に着目した健診・

保健指導の実施を義務付け保健指導の実施を義務付け

都道府県の総合調整機能の発揮と都道府県健康増進計画の内容充実

○ 都道府県が総合調整機能を発揮都道府県が総合調整機能を発揮し、明確な目標の下、医療保険者、事業者、市町村等の役割分担を明確にし、
これらの関係者の連携を一層促進していくことが必要。
このため、都道府県健康増進計画について、地域の実情を踏まえ、糖尿病等の糖尿病等の有病者有病者・予備群の減少率や糖尿・予備群の減少率や糖尿

病等の予防に着目した健診・保健指導の実施率等の病等の予防に着目した健診・保健指導の実施率等の具体的な数値目標具体的な数値目標を設定し、関係者の具体的な役割分担と連
携方策を明記するなど、その内容を充実させ、総合的な生活習慣病対策の推進を図る。

医療構造改革における生活習慣病対策の推進について

国民の健康増進・生活の質の向上

中長期的な医療費の適正化

○ 近年、我が国では、中高年の男性を中心に、肥満者の割合が増加傾向にあるが、肥満者の多くが、糖尿病、高血圧
症、高脂血症等の危険因子を複数併せ持ち、危険因子が重なるほど心疾患や脳血管疾患を発症する危険が増大する。

○ このため、内臓脂肪型肥満に着目した「内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）」の概念を導入し、国民の
運動、栄養、喫煙面での健全な生活習慣の形成に向け（「１に運動、２に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ１に運動、２に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」）、
国民や関係者の「予防」の重要性に対する理解の促進を図る「健康づくりの国民運動化健康づくりの国民運動化」を推進するとともに、必要
度に応じた効果的な保健指導の徹底を図る「網羅的・体系的な保健サービス網羅的・体系的な保健サービス」を積極的に展開する。

＜具体的な取組＞

糖尿病等の有病者・予備群の減少
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実施主体

評 価

方 法

保健指導
の対象者

内 容

目 的

特 徴

健診・保
健指導の

関係

実施主体

評 価

方 法

保健指導
の対象者

内 容

目 的

特 徴

健診・保
健指導の

関係

市町村

アウトプット（事業実施量）評価
実施回数や参加人数

一時点の健診結果のみに基づく保健
指導

画一的な保健指導

健診結果で「要指導」と指摘され、健
康教育等の保健事業に参加した者

健診結果の伝達、理想的な生活習慣
に係る一般的な情報提供

個別疾患の早期発見・早期治療

プロセス（過程）重視の保健指導

健診に付加した保健指導

これまでの健診・保健指導

市町村

アウトプット（事業実施量）評価
実施回数や参加人数

一時点の健診結果のみに基づく保健
指導

画一的な保健指導

健診結果で「要指導」と指摘され、健
康教育等の保健事業に参加した者

健診結果の伝達、理想的な生活習慣
に係る一般的な情報提供

個別疾患の早期発見・早期治療

プロセス（過程）重視の保健指導

健診に付加した保健指導

これまでの健診・保健指導

医療保険者

アウトカム（結果）評価

糖尿病等の有病者・予備群の２５％減少

健診結果の経年変化及び将来予測を踏まえた保
健指導

データ分析等を通じて集団としての健康課題を設
定し、目標に沿った保健指導を計画的に実施

個々人の健診結果を読み解くとともに、ライフスタイ
ルを考慮した保健指導

健診受診者全員に対し、必要度に応じ、階層化さ
れた保健指導を提供
リスクに基づく優先順位をつけ、保健指導の必要性に応じて「情報提供」
「動機づけ支援」「積極的支援」を行う

自己選択と行動変容
対象者が代謝等の身体のメカニズムと生活習慣との関係を理解し、生
活習慣の改善を自らが選択し、行動変容につなげる

内臓脂肪型肥満に着目した早期介入・行動変容
リスクの重複がある対象者に対し、医師、保健師、管理栄養士等が早期
に介入し、行動変容につながる保健指導を行う

結果を出す保健指導

内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のた
めの保健指導を必要とする者を抽出する健診

これからの健診・保健指導

医療保険者

アウトカム（結果）評価

糖尿病等の有病者・予備群の２５％減少

健診結果の経年変化及び将来予測を踏まえた保
健指導

データ分析等を通じて集団としての健康課題を設
定し、目標に沿った保健指導を計画的に実施

個々人の健診結果を読み解くとともに、ライフスタイ
ルを考慮した保健指導

健診受診者全員に対し、必要度に応じ、階層化さ
れた保健指導を提供
リスクに基づく優先順位をつけ、保健指導の必要性に応じて「情報提供」
「動機づけ支援」「積極的支援」を行う

自己選択と行動変容
対象者が代謝等の身体のメカニズムと生活習慣との関係を理解し、生
活習慣の改善を自らが選択し、行動変容につなげる

内臓脂肪型肥満に着目した早期介入・行動変容
リスクの重複がある対象者に対し、医師、保健師、管理栄養士等が早期
に介入し、行動変容につながる保健指導を行う

結果を出す保健指導

内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のた
めの保健指導を必要とする者を抽出する健診

これからの健診・保健指導

行動変容を

促す手法

最新の科学
的知識と、
課題抽出の
ための分析

内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための
健診・保健指導の基本的な考え方について

各健康増進事業実施者による健康診査（平成20年度以降） について

○高齢者医療確保法

（目的） 被保険者の健康の保持増進

（健診対象） 被保険者

（実施主体等） 後期高齢者医療広域連

合［努力義務］

○介護保険法

（目的） 被保険

者の要介護状

態等となること

の予防等

（健診対象） 第

一号被保険者

（介護保険）

（実施主体等）

市町村［義務］

○高齢者医療確保法

（目的） 被保険者・被扶養者の健康の

保持増進

（健診対象） 被保険者・被扶養者

（実施主体等） 保険者［義務］

○医療保険各法

（目的） 被保険者・被扶養者の健康の

保持増進

（健診対象） 被保険者・被扶養者

（実施主体等） 保険者［努力義務］

○母子保健法

（目的） 母性の

健康の保持及

び増進

（健診対象） 妊

産婦（妊娠中又

は出産後一年

以内の女子）

（実施主体等）

市町村［努力義

務］

○学校保健法

（目的） 職員の健康

の保持増進

（健診対象） 学校の

職員

（実施主体等） 学校

の設置者［義務］

○労働安全衛生法

（目的） 労働者の安全と健康

の確保

（健診対象） 労働者

（実施主体等） 事業者［義務

／努力義務］

○医療保険各法（健康保険法、国民健

康保険法等）

（目的） 被保険者・被扶養者の健康の

保持増進

（健診対象） 被保険者・被扶養者

（実施主体等） 保険者［努力義務］

○学校保健法

（目的） 児童、生徒、学生及び幼児の健康の保持増進を図り、もって学校教育の円滑な実施とその成果の確保に資すること

（健診対象） 学校に就学させるべき者、児童、生徒、学生及び幼児

（実施主体等） 市町村教育委員会（学校に就学させるべき者） ［義務］、学校（児童、生徒、学生及び幼児） ［義務］

○母子保健法

（目的） 乳児及び幼児の健康の保持及び増進

（健診対象） 満１歳半を超え満２歳に達しない幼児、満３歳を超え満４歳に達しない幼児 ／ 乳幼児（小学校就学の始期に達する

までの者）

（実施主体等） 市町村［義務／努力義務］

75
歳
～

65
～
74
歳

40
～
64
歳

16
～
39
歳

４
～
15
歳

３
歳

０
～
２
歳

○健康増進法

（目的） 国民の健康の増

進

（健診対象） 住民

（実施主体等） 市町村

［努力義務］

注：歯周疾患検診、骨粗

鬆症検診、がん検診等

を法第１９条の２に基づ

く省令に規定した場合
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＜現行＞ ＜改正後（平成２０年度より）＞

老人保健法

高齢者に対する医療給付

老人拠出金制度等

市町村による健診等の
保健事業

公費による助成

老人保健法の
目的や趣旨を
踏襲しつつ、
それを発展させ
るものとして、
「高齢者の医療
の確保に関する
法律」へと改正

健康増進法等

国民の健康増進に関する
基本方針等の作成

市町村による生活習慣相
談や生活習慣病以外の
健診等の実施

高齢者の医療の確保に関する法律

市町村等医療保険者による生活
習慣病健診・保健指導の義務化

※健保被扶養者も対象
公費による助成

高齢者に対する医療給付
後期高齢者医療制度
前期高齢者医療財政調整

医療費適正化の推進

老人保健法の改正内容
－ 生活習慣病健診・保健指導を医療保険者に義務化、他の各種健診や保健事業も引き続き漏れなく実施 －

老人保健法の改正内容老人保健法の改正内容
－－ 生活習慣病健診・保健指導を医療保険者に義務化、他の各種健診や保健事業も引き続き漏れなく実施生活習慣病健診・保健指導を医療保険者に義務化、他の各種健診や保健事業も引き続き漏れなく実施 －－

健康増進法等

国民の健康増進に関する
基本方針等の作成

市町村による生活習慣相
談等の実施

現在実施されて
いる各種事業を
健康増進法等に
より漏れなく継続
して実施

法的に連携を担保

連
携
を
と
っ
て
総
合
的
に
健
康
増
進
を
推
進

連
携
を
と
っ
て
総
合
的
に
健
康
増
進
を
推
進

市町村の新たな健康増進事業

今般の医療制度改革において、「老人保健法」の改正により、これまで市町村が担ってきた

老人保健事業のうち、医療保険者に義務付けられない事業については、市町村が健康増進
法等に基づき実施することとされた。
（注１）医療保険者には、糖尿病等に着目した健診・保健指導が義務付けられる。
（注２）健康増進法等の「等」は介護保険法を指し、具体的には地域支援事業における介護予防事業が含まれる。

１ 経 緯

（健康増進法第１７条に位置付けられる健康増進事業及び第１９条の２の厚生労働省令で定める健康増進事業）

健康増進法に位置付けられる市町村における新たな健康増進事業は、以下の事業とする。
(１) がん検診、(２) 歯周疾患検診、(３) 骨粗鬆症検診、(４) 肝炎ウイルス検診、
(５) 高齢者の医療の確保に関する法律第２０条の加入者に含まれない４０歳以上の住民

（※）に対する同法第１８条第１項の特定健康診査と同様の健康診査・保健指導
※ 生活保護受給者のうち社会保険未加入者を想定

（６）４０歳以上６５歳未満の住民に対する健康手帳の交付、健康教育、健康相談、機能訓練及び訪問
指導（健康手帳の交付については４０歳以上）
（注１）（１）～（５）は健康増進法第１９条の２の厚生労働省令で定める健康増進事業。

（６）は健康増進法第１７条に位置付けられる健康増進事業。
（注２）４０歳未満の住民への健康相談など（６）に含まれない健康相談等は、引き続き健康増進法第１７条に位置付けられる

（本資料は、老人保健事業に含まれていたものについて整理したもの）。

２ 具体的な事業

42
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国 民
民間
事業者

都道府県

○健康づくり
施策の総合
的な企画と
関係者間の
協議調整

○健康増進
計画の内
容充実

（新しい健
康増進計
画）

国

○科学的根拠に基
づく効果的なプロ
グラムの提示

○総合的な生活習
慣病対策の基本
的方向性・具体的
な枠組みの提示

○都道府県の取組
支援

医療保険者（※）

（高齢者医療確保法）

（医療保険各法）

○健診・保健指導の実施
（ハイリスクアプローチ）

市町村
（健康増進法）

○健康づくりの普及啓発
（ポピュレーションアプローチ）

○がん検診等の実施

調整
支援

協力

支援 保険者協議会

調整
支援

地域・職域連携推進協議会

積極的活用

協力

協力

積極的活用

健
診
・
保
健
指
導

普
及
啓
発

生活習慣病対策の推進体制の構築

（※）労働安全衛生法に基づく事業者健診を受けていれば、代替可能
上記のうち、太字は義務で、細字は努力義務

特定健診・保健指導の概要
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○ 質問票（服薬歴、喫煙歴 等）
○ 身体計測（身長、体重、BMI、腹囲）
○ 理学的検査（身体診察）
○ 血圧測定
○ 血液検査

・ 脂質検査（中性脂肪、HDLコレステロール、LDLコレステロール）
・ 血糖検査（空腹時血糖又はHbA1ｃ）
・ 肝機能検査（GOT、GPT、γーGTP）

○ 検尿（尿糖、尿蛋白）

○ 心電図検査
○ 眼底検査
○ 貧血検査（赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値）

注）一定の基準の下、医師が必要と認めた場合に実施

必 須 項 目

特 定 健 康 診 査 の 項 目

詳細な健診の項目

保健指導対象者の選定と階層化

１つ該当
動機付け支援

なし

あり
２つ該当

動機付け支援積極的支援
３つ該当

上記以外で

ＢＭＩ≧25

動機付け支援なし

あり
１つ該当

動機付け支援積極的支援
２つ以上該当

≧85cm（男性）

≧90cm（女性）

65-74歳40-64歳①血糖 ②脂質 ③血圧

対 象
④喫煙歴

追加リスク
腹 囲

＜参考１：追加リスクの判定基準＞
①血糖 空腹時血糖100mg/dl以上 又は HbA1ｃの場合 5.2％ 以上
②脂質 中性脂肪150mg/dl以上 又は HDLコレステロール40mg/dl未満
③血圧 収縮期血圧130mmHg以上 又は 拡張期血圧85mmHg以上

＜参考２：治療中の者の取扱い＞
糖尿病等に対する服薬治療を受けている者については、医療機関において継続的な医学的管理の

一環として生活習慣の改善に係る指導が行われることが適当であるため、特定保健指導の対象としない。



16

特定保健指導対象者の推計

２４．９％１１．５％１３．４％４０－７４歳

２１．０％２１．０％６５－７４歳

２６．２％１５．２％１１．０％４０－６４歳合 計

１６．０％４．５％１１．５％４０－７４歳

１５．２％１５．２％６５－７４歳

１６．２％６．０％１０．２％４０－６４歳女 性

３４．３％１８．８％１５．５％４０－７４歳

２７．６％２７．７％６５－７４歳

３６．４％２４．６％１１．８％４０－６４歳男 性

合 計積極的支援動機付け支援

１．糖尿病等の生活習慣病の予備群に対する保健指導
・対象者の生活を基盤とし、対象者が自らの生活習慣における課題に気づき、健康的な行動変容の
方向性を自らが導き出せるように支援すること

・対象者に必要な行動変容に関する情報を提示し、自己決定できるように支援することであり、そのこと
によって、対象者が健康的な生活を維持できるよう支援すること

２．対象者ごとの保健指導プログラムについて
・保健指導の必要性ごとに「情報提供」「動機づけ支援」「積極的支援」に区分されるが、各保健指導
プログラムの目標を明確化した上で、サービスを提供する必要がある。

標 準 的 な 保 健 指 導

対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のための自主的な取り組みを継続的に行うことがで
きるようになることを目的とし、医師、保健師又は管理栄養士の面接・指導のもとに行動計画を策定し、生
活習慣の改善のための、対象者による主体的な取組に資する適切な働きかけを相当な期間継続して行う
とともに、計画の策定を指導した者が、計画の進捗状況評価と計画の実績評価（計画策定の日から６ヶ月
以上経過後に行う評価をいう。）を行う。

積極的支援

対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善のための自主的な取り組みを継続的に行うことがで
きるようになることを目的とし、医師、保健師又は管理栄養士の面接・指導のもとに行動計画を策定し、生
活習慣の改善のための取り組みに係る動機づけ支援を行うとともに、計画の策定を指導した者が、計画の
実績評価を行う保健指導をいう。

動機づけ

支援

自らの身体状況を認識するとともに、健康な生活習慣の重要性に対する理解と関心を深め、生活習慣を
見直すきっかけとなるよう、健診結果の提供にあわせて、基本的な情報を提供することをいう。情報提供
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〈個別支援〉

●健診結果や健診時の質問票から対象者個人に合わせた情報の提供が必要。

●特に問題とされることがない者に対しては、健診結果の見方や健康の保持増進に役立つ内容の

情報を提供する。

●健診の意義や健診結果の見方を説明する。また、健診結果の経年変化をグラフでわかりやすく

示す。

●対象者個人の健康状態や生活習慣から、重要度の高い情報を的確に提供することが望ましい。

●身近で活用できる社会資源情報も掲載する。

支援内容

●健診結果送付に合わせて情報提供用紙を送付する。

●IT等活用されていれば、個人用情報提供画面を利用する。
支援形態

情報提供の内容

〈個別支援〉

●生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、メタボリックシンドロームや生活習慣

病に関する知識と対象者本人の生活が及ぼす影響、生活習慣の振り返り等から生活習慣改善の

必要性を説明する。

●生活習慣を改善するメリットと現在の生活を続けるデメリットについて説明する。

●栄養・運動等の生活習慣の改善に必要な実践的な指導をする。

●対象者の行動目標や評価時期の設定を支援する。必要な社会資源を紹介し、有効に活用できる

ように支援する。

●体重・腹囲の計測方法について説明する。

●生活習慣の振り返り、行動目標や評価時期について対象者と話し合う。

●対象者とともに行動目標・行動計画を作成する。

〈６か月後の評価〉

●身体状況や生活習慣に変化が見られたかについて確認する。

支援内容

〈面接による支援〉次のいずれか

●１人２０分以上の個別支援 ●1グループ８０分以上のグループ支援

〈６か月後の評価〉次のいずれか

●個別支援 ●グループ支援 ●電話 ●e-mail 等

支援形態

動機づけ支援の内容
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合計１８０ポイント以上とする

内訳；支援A（積極的関与タイプ）：個別支援A、グループ支援、電話A、e-mail Aで１６０ポイント以上

支援B（励ましタイプ）：電話B、e-mail Bで２０ポイント以上

支援ポイント

支援Ａ（積極的関与タイプ）

● 生活習慣の振り返りを行い、行動計画の実施状況の確認や必要に応じた支援をする。

● 栄養・運動等の生活習慣の改善に必要な実践的な指導をする。

〈中間評価〉

● 取り組んでいる実践と結果についての評価と再アセスメント、必要時、行動目標・計画の設定を行う。

支援Ｂ（励ましタイプ）

● 行動計画の実施状況の確認と確立された行動を維持するために賞賛や励ましを行う。

支援内容

●個別支援 ●グループ支援 ●電話 ●e-mail

※継続的な支援に要する時間は、ポイント数の合計が１８０ポイント以上とする。
支援形態

○３ヶ月以上の継続的な支援

○６ヶ月後の評価

●身体状況や生活習慣に変化が見られたかについて確認する。支援内容

●個別支援 ●グループ支援 ●電話 ●e-mail 等支援形態

積極的支援の内容

○初回時の面接による支援
動機づけ支援における面接による支援と同様。

１０分２０ポイント５分個別支援Ａ

１往復５ポイント１往復e-mail B
●行動計画の実施状況の確認と励ましや賞賛をする支援

１往復４０ポイント１往復e-mail A
●e-mail、ＦＡＸ、手紙等により、初回面接支援の際に作成した行動計画

の施状況について記載したものの提出を受け、それらの記載に基づ
いた支援

５分１０ポイント５分電話Ｂ
●行動計画の実施状況の確認と励ましや出来ていることには賞賛をする

支援

５分１５ポイント５分電話Ａ
●e-mail、ＦＡＸ、手紙等により、初回面接支援の際に作成した行動計画

の実施状況について記載したものの提出を受け、それらの記載に基
づいた支援

４０分１０ポイント１０分グループ支援

５分１０ポイント５分個別支援Ｂ

最低限の
介入量

基本的な
ポイント数

支援形態

積極的支援における支援形態のポイント数

※１回の支援におけるポイント数には、一定の上限を設ける。

○支援形態ごとのポイント数
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望ましい積極的支援の例

○面接による支援 個別支援（３０分以上） グループ支援（９０分以上）または

○３ヶ月後（中間評価による体重・腹囲等の測定から必要時６ヶ月後の評価までの行動目標・行動計画の修正を含む）

個別支援（２０分以上） グループ支援（８０分以上）または

○２週間後 電話、またはe-mailによる支援

電話、またはe-mailによる支援

電話、またはe-mailによる支援

○１ヶ月後

○２ヶ月後

○６ヶ月後の評価 個別支援（２０分以上） グループ支援（８０分以上）または

・次回の健診までに確立された行動を維持できるような支援を行う。

○４ヶ月後 電話、またはe-mailによる支援

電話、またはe-mailによる支援○５ヶ月後

・生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、行動計画や行動目標の設定等動機づけ支援の内容を含む支援
とする。
・食生活については、食生活の中で、エネルギーの過剰摂取につながっている要因を把握し、その是正のために料理や食品
の適切な選択等が自らできるスキルを身につけ、確実に行動変容できるような支援とする。
・運動については、生活活動、運動の実施状況の確認や歩行前後の把握などを実施し、確実に行動変容できるような支援と
する。

１．初回の面接における支援目標・
支援計画の策定等

２．３月以上の継続的な支援
３．６月以上経過後の評価

特定保健指導の実施者の要件

医師、保健師、管理栄養士、
保健指導に関する一定の実務経験のある看護師※１

（法施行後５年間に限る）

※１ 平成２０年４月現在において１年以上、保険者や事業場における生活
習慣病予防に関する相談及び教育の経験を有する看護師

支援計画に基づく実践的指導
① 食生活の改善指導
② 運動指導

食生活改善指導担当者研修（３０時間）＊２修了者

運動指導担当者研修（１４７時間）＊４修了者

産業栄養指導担当者※３、産業保健指導担当者※３

健康運動指導士

実施者

※３ 産業栄養指導担当者、産業保健指導担当者、運動指導担当者は、
「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」に基づく者。

支援内容

① 食生活の改善指導

② 運動指導＊２ 研修の受講要件

看護師、栄養士、歯科医師、薬剤師、助産師、
准看護師、歯科衛生士

＊４ 研修の受講要件

看護師、栄養士、歯科医師、薬剤師、助産師、
准看護師、理学療法士

運動指導担当者※３
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対象者が自分の生活や身体の状況について現状を知るための教材例

行動変容のために具体的に何をどうすればよいかを選択できるための教材例

代謝等身体のメカニズムに関する知識を伝えるための教材例

（別冊）保健指導における学習教材集

本教材集は、国立保健医療科学院ホームページ上にデータベースとして掲載し、保健指導実施者が必要に応じて教材をダウンロードできるとともに、
さらに自由に改変して使用できるような仕組みを講ずることとしている。

行動変容のために具体的に何をどうすればよいかを選択できるための教材例

アセスメントシート
○主観的アセスメント
○客観的アセスメント

・身体状況
・食事
・身体活動、運動

プランニングシートプランニングシート

基本ツール基本ツール

展開ツール（必要に応じて使用）展開ツール（必要に応じて使用）

○摂取エネルギー量一覧
・料理
・菓子
・アルコール

食生活
○摂取エネルギー量一覧

・料理
・菓子
・アルコール

食生活

○無理なく内臓脂肪を減らすために ～運動と食事でバランスよく～
○私の目標

モニタリングモニタリング

評価(健診）評価(健診）

アセスメントへ

生活活動・運動
○消費エネルギー量一覧

・生活活動
・運動

生活活動・運動
○消費エネルギー量一覧

・生活活動
・運動

生活活動・運動
○１日に何歩歩いているでしょうか
○歩き方のポイント
○歩数計・活動量計を活用しよう
○目標心拍数を計算しよう
○ストレッチ体操
○トレーニング一覧表

生活活動・運動
○１日に何歩歩いているでしょうか
○歩き方のポイント
○歩数計・活動量計を活用しよう
○目標心拍数を計算しよう
○ストレッチ体操
○トレーニング一覧表

たばこ
○喫煙の健康影響
○たばこの害を知っていますか？

たばこ
○喫煙の健康影響
○たばこの害を知っていますか？

歯科
○「歯周病」は糖尿病の第６番目の合併症
○あなたは何回噛んでいますか
○歯の健康とメタボリックシンドローム

歯科
○「歯周病」は糖尿病の第６番目の合併症
○あなたは何回噛んでいますか
○歯の健康とメタボリックシンドローム

食生活
料理レベル
○丼もの どんな組合せで選ぶ？
○ファーストフード どんな組合せで選ぶ？
○ラーメン どんな組合せで選ぶ？
○野菜３５０ｇの目安
○果物２００ｇの目安

食品・栄養素レベル
○油
○食塩
○ビタミン、ミネラル、食物繊維
○コレステロール、プリン体

食生活
料理レベル
○丼もの どんな組合せで選ぶ？
○ファーストフード どんな組合せで選ぶ？
○ラーメン どんな組合せで選ぶ？
○野菜３５０ｇの目安
○果物２００ｇの目安

食品・栄養素レベル
○油
○食塩
○ビタミン、ミネラル、食物繊維
○コレステロール、プリン体

〈食事と運動〉
資料構成
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⑤そのエネルギー量はどのように減らしますか？

③当面の目標達成までの期間は？

確実にじっくりコース： ①－② ｃｍ ÷

＝

腹囲が男性85cm以上、女性90cm以上の人は、次の①～⑤の順番に
計算して、自分にあった腹囲の減少法を作成してみましょう。

運動で

食事で

①あなたの腹囲は？
① ｃｍ

②当面目標とする腹囲は？

メタボリックシンドロームの基準値は男性85cm、女性90cm
ですが、それを大幅に超える場合は、無理をせずに段階的
な目標を立てましょう。

② ｃｍ

1日あたりに
減らすエネルギー

kcal

④目標達成まで減らさなければならないエネルギー量は？

× 7,000kcal ＝ ④ kcal

1日あたりに
減らすエネルギー

kcal
÷ 30日③ か月 ÷ ＝

kcal

kcal

※

※腹囲1cmを減らす（＝体重１ｋｇを減らす）のに、約7,000kcalが必要

急いでがんばるコース： ①－② ｃｍ ÷

１ｃｍ／月

２ｃｍ／月

＝

③ か月

③ か月

④ kcal

～運動と食事でバランスよく～

①－② ｃｍ

C－7

無理なく内臓脂肪を減らすために

行動変容のために具体的に何をどうすればよいかを選択できるための教材例

身 体 活 動 で 消 費 す る 量 の 計 算

＊体重80kgの人として計算しています。 ＝４０Ｋｃａｌです。

生
活
活
動

運
動

Kcal

Kcal

＝

Kcal

+

ランニング
15分 140Ｋｃａｌ

水泳
10分 100Kcal

軽いジョギング
30分 200Ｋｃａｌ

自転車
20分 80Kcal

テニス（シングルス）
20分 160Ｋｃａｌ

ゴルフ
60分 200Kcal

自転車（軽い）
60分 160Ｋｃａｌ

普通歩行
10分 25Ｋｃａｌ

階段昇降
５分 35Ｋｃａｌ

洗濯
20分 40Ｋｃａｌ

速歩
10分 40Ｋｃａｌ

炊事
20分 40Ｋｃａｌ

Ａ：項目
１：

２：

Kcal

Kcal

・・・・

１：

２：

Kcal

Kcal
・・・・

Ｂ：実施項目

生活活動で
消費する量

運動で
消費する量

身体活動で
消費する量

C-16

サイドメニュー

kcal kcal kcal

kcal

ハンバーガー

250 kcal ●

チキンﾊﾞｰｶﾞｰ
380 kcal ●●

ハンバーガー（大）

500 kcal ●●

てりやきﾊﾞｰｶﾞｰ

500 kcal ●●●

チーズバーガー

320 kcal ●

フィッシュバーガー

400 kcal ●●

フライドポテト（S）

230 kcal ●

フライドポテト（M）

420 kcal ●●

フライドポテト（L）

530 kcal ●●●

サラダ（ドレッシング込み）

130 kcal ●

サラダ（ドレッシングなし）

30 kcal

（S） 80 kcal （M） 130 kcal

（L） 160 kcal

（S） 200 kcal （M） 330 kcal

※図中のエネルギー量はあくまで”めやす“です。

※コーヒー・紅茶（ドリンクメニュー）のさとうはスティックシュガー１本（約３ｇ）、
ミルクはコーヒーフレッシュ1個（約５ｇ）を“めやす”にしています。

（さとう・ミルク入り） 30 kcal
（さとう入り） 20 kcal

（さとう・ミルクなし） 5 kcal

どれを選んで
いますか？

★地域にあるファーストフード店のメニューでも作成してみましょう。

ドリンクメニューメインメニュー（ハンバーガー）

（S） 100 kcal （M） 160 kcal 

（L） 200 kcal

・１日のエネルギーの必要量が1800kcalの人は、1日に●が５つまで

・１日のエネルギーの必要量が2200kcalの人は、1日に●が６つまで

・１日のエネルギーの必要量が2600kcalの人は、1日に●が７つまで

※●（黄色の丸印）の1つが含まれている脂質約１０ｇにあたります。

（S） 70 kcal （M） 110 kcal 

（L） 140 kcal

コーヒー、紅茶 （S）

オレンジジュース

ジンジャエール

コーラ

シェイク

D-2ファーストフード －どんな組合せで選ぶ？－－どんな組合せで選ぶ？－

※３８ページ参照

※３７ページ参照
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セルフモニタリングの支援を行う。
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ポピュレーションアプローチ

・身体活動の強さを、安静時の何倍に相当するかで表す単位
・安静時は１メッツ

運動基準に基づき、安全で有効な運動を広く国民に普及することを目的として、現在の身体活動量と体力の評価とそ
れを踏まえた目標設定の方法、それらを達成するための方法を具体的に示す。

健康づくりのための運動基準２００６～身体活動・運動・体力～ （概要）

健康づくりのための運動指針２００６～生活習慣病予防のために～（概要）
＜エクササイズガイド２００６＞

生活習慣病を予防する観点を重視して、生活習慣病の予防についてのエビデンスに基づき身体活動量・運動量・体
力（最大酸素摂取量）の基準を示す。

策定の趣旨

身体活動・運動の単位

・当該活動の「強度×時間」
・運動指針では

１メッツ・時＝１ｴｸｻｻｲｽﾞ（Ex）の運動

体重６０ｋｇの場合：１メッツ・時＝６３kcal
（標準体重の場合：１メッツ・時≒体重×１．０５kcal

参考

運動基準

運動指針

強度の単位：メッツ

量の単位：メッツ・時
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運動基準・運動指針の概要

身体活動量（運動量を含む）の基準： 週２３メッツ・時
運動量の基準 ： 週４メッツ・時
体力の基準値 ： 性・年代別最大酸素摂取量の基準値

個人の状況に
応じた目標設定

目標は、
週２３ｴｸｻｻｲｽﾞ（メッツ・時）の活発な身体活動（運動・生活活動）！
そのうち、４ｴｸｻｻｲｽﾞは活発な運動を！

（活発な身体活動：３メッツ以上の身体活動）

目 標

評価から実践まで

いつでも、どこでも、楽しく歩こう1日１万歩！
自分に合った運動でいい汗かこう、週合計６０分！

運動の実施

現在の身体活動量の評価

現在の体力の評価

○どれだけ身体活動量（運動量）を増やすか
○どのような運動を行うか

ライフスタイルに合わせて、体力に応じて実践
準備運動・整理運動を行い安全に実施しましょう

身体活動量評価ﾁｪｯｸｼｰﾄを使ってみましょう

体力（持久力と筋力）が目標に達しているかﾁｪｯｸして
みましょう

ExExEx合計

ExExEx日

ExExEx土

ExExEx金

ExExEx木

ExExEx水

ExExEx火

ExExEx月

合計
生活
活動

運動活動内容

身体活動量評価のためのﾁｪｯｸｼｰﾄ

目標は、
週２３ｴｸｻｻｲｽﾞ（メッツ・時）の活発な身体活動（運動・生活活動）！
そのうち、４ｴｸｻｻｲｽﾞは活発な運動を！

・これから運動を始める人 ：週２Exから始めて
・運動量が４Ex未満の人：週４Exを目標に
・運動量が４Ex以上の人：１０Exを目標に

バレーボール：２０分

３メッツ

４メッツ

６メッツ

８メッツ

強度

軽い筋力トレーニング
：２０分

運動 生活活動

１ｴｸｻｻｲｽﾞに相当する活発な身体活動

速歩：１５分

エアロビクス：１０分エアロビクス：１０分軽いジョギング：１０分

水泳：７～８分

歩行：２０分

重い荷物を運ぶ：７～８分

自転車：１５分

３メッツ

４メッツ

６メッツ

８メッツ

強度

ゴルフ：１５分

軽い筋力トレーニング
：２０分

軽い筋力トレーニング
：２０分

１ｴｸｻｻｲｽﾞに相当する活発な身体活動

ランニング：７～８分

子供と遊ぶ：１５分

階段昇降：１０分
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無理なく内臓脂肪を減らすために

～運動と食事でバランスよく～

運動で消費するエネルギー量

7.08.06.03.54.08.04.0
強度

（ﾒｯﾂ）

20分15分30分60分20分10分10分運動時間

2.32.03.03.51.31.30.７
運動量

（Ex）

40kcal

35kcal

30kcal

25kcal

速歩

170kcal145kcal210kcal210kcal85kcal100kcal80kg

145kcal130kcal185kcal185kcal75kcal85kcal70kg

125kcal110kcal155kcal155kcal65kcal75kcal60kg

105kcal90kcal130kcal130kcal55kcal60kcal50kg

テニス
（シングルス）

ランニング
軽い

ジョギング
ゴルフ

自転車

（軽い負荷）
水泳

体 重 別 消 費 エ ネ ル ギ ー 量

エネルギー消費量は、強度（メッツ）×体重×時間（h）×1.05の式から得られた値か
ら安静時のエネルギー量を引いたものです。全て5kcal単位で表示しました。

運動で消費するエネルギー量

7.08.06.03.54.08.04.0
強度

（ﾒｯﾂ）

20分15分30分60分20分10分10分運動時間

2.32.03.03.51.31.30.７
運動量

（Ex）

40kcal

35kcal

30kcal

25kcal

速歩

170kcal145kcal210kcal210kcal85kcal100kcal80kg

145kcal130kcal185kcal185kcal75kcal85kcal70kg

125kcal110kcal155kcal155kcal65kcal75kcal60kg

105kcal90kcal130kcal130kcal55kcal60kcal50kg

テニス
（シングルス）

ランニング
軽い

ジョギング
ゴルフ

自転車

（軽い負荷）
水泳

体 重 別 消 費 エ ネ ル ギ ー 量

エネルギー消費量は、強度（メッツ）×体重×時間（h）×1.05の式から得られた値か
ら安静時のエネルギー量を引いたものです。全て5kcal単位で表示しました。

ランニング（階段を上がる）

水泳（バタフライ、早いクロール）

ランニング（161ｍ/分）、柔道、ラグビー、水泳（平泳ぎ）

サイクリング（約20ｋｍ/時）、ランニング(134ｍ/分)
水泳（ゆっくりしたクロール）

ジョギング、サッカー、テニス、水泳（背泳）、スキー、スケート

エアロビクス

ウエイトトレーニング（高強度、パワーリフティング、ボディビル）

バスケットボール、スイミング：ゆっくりしたストローク

野球、ソフトボール、速歩（107ｍ/分）

バドミントン

水中運動、卓球

ゴルフ（カートを使用）

普通歩行、ボーリング、フリスビー、バレーボール

ウエイトトレーニング（軽・中等度）

運動内容

７．０

８．０

７～８分

１０．０

１１．０

６．５

５．０

１０分

６．０

４．５

４．０

１５．０

１５分

３．５

２０分３．０

１ｴｸｻｻｲｽﾞ（メッツ・時）
に相当する時間メッツ

各種運動のｴｸｻｻｲｽﾞ（メッツ・時）数表
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「食事バランスガイド」について

「食事バランスガイド」が目指していること

日常生活の中で手軽に活用でき、無関心層の注目も得ること
ができること

高い理想を追うよりも、ある程度の幅は許容しながら、食事の
バランスが大きく乱れている人たちの食事の改善につなげるこ
とができること

フードビジネスにおいて、様々な活用・展開が期待 できるこ
と
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食堂での表示 パッケージを使用した
情報提供

「食事バランスガイド」の活用例

食育国民運動

優れた事例

・収集
・評価
・啓発

地域社会

○ 各地域・団体の特徴を活かした多彩
な実践活動

○ 管理栄養士、保健師等による実践
の支援

地域社会

○ 各地域・団体の特徴を活かした多彩
な実践活動

○ 管理栄養士、保健師等による実践
の支援

① 健康日本２１の目標項目（９分野７０項目）は日常生活で意識し実践するには数が多過ぎること

② 健康日本２１の目標達成に向けた効果的なプログラムやツールの展開が不十分なこと

③ 普及啓発が行政や外郭団体中心であり産業界を含む社会全体の活動に必ずしも至っていないこと

① 健康日本２１の目標項目（９分野７０項目）は日常生活で意識し実践するには数が多過ぎること

② 健康日本２１の目標達成に向けた効果的なプログラムやツールの展開が不十分なこと

③ 普及啓発が行政や外郭団体中心であり産業界を含む社会全体の活動に必ずしも至っていないこと

これまでのポピュレーションアプローチの課題

産業界

○ 社員・家族に対する普及啓発

○ 社会貢献活動

○ 経済活動を通じた普及啓発

産業界

○ 社員・家族に対する普及啓発

○ 社会貢献活動

○ 経済活動を通じた普及啓発

健やか生活習慣国民運動（仮称）の展開について（案）

① 重点分野の設定：健康日本２１のうち、「運動・食事・禁煙」に焦点

② ターゲットを明確にした戦略的で効果的な運動の推進：国民運動の着火点として子供の食育に着目

③ 社会全体を巻込んだ運動の展開：産業界による取組の促進（社員・家族への普及啓発、社会貢献活動・経済
活動の一環として国民運動を推進）、地域・職域の特色を活かした様々な実践活動の促進

① 重点分野の設定：健康日本２１のうち、「運動・食事・禁煙」に焦点

② ターゲットを明確にした戦略的で効果的な運動の推進：国民運動の着火点として子供の食育に着目

③ 社会全体を巻込んだ運動の展開：産業界による取組の促進（社員・家族への普及啓発、社会貢献活動・経済
活動の一環として国民運動を推進）、地域・職域の特色を活かした様々な実践活動の促進

早寝早起き朝ごはん国民運動

健やか生活習慣国民運動全国協議会(仮称)

○ 健やかな生活習慣の定着を目指し地域・職域における様々な取組を促進

・ 普及啓発キャンペーンの展開 ＊中央行事の開催

・ 全国の事例を収集・評価・啓発、実践の参考となる情報提供(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等)
・ 国民運動に参画する企業の登録制度（ヘルシーサポート企業（仮称）） 外

連
携

連
携

国民運動推進
の中核機関

事
例

実践団体・企業等の拡大

活動内容の多様化

産業界も巻込み“健やかな生活習慣”の普及定着を目指す国民運動の展開

国

・国民への普及啓発

・科学的知見の蓄積と
情報提供

・国民運動の基盤整備

国

・国民への普及啓発

・科学的知見の蓄積と
情報提供

・国民運動の基盤整備

各団体、学校、産業界、
地方公共団体、マスコミ

国民運動への主体的参画

各団体、学校、産業界、
地方公共団体、マスコミ

国民運動への主体的参画

事
例
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国民運動参画団体・企業の拡大

・生活習慣病予防の国民生活への
浸透と定着

21年度～21年度～

健やか生活習慣国民運動（仮称）の進め方について（案）

18年度18年度 19年度19年度 20年度20年度

国民運動準備会議の
設置準備

国民運動準備会議の
設置準備 国民運動

全国協議会の発会

国民運動の開始を宣言

・予定時期 ４月下旬
・記念行事開催
・シンボルマーク等発表

国民運動
全国協議会の発会

国民運動の開始を宣言

・予定時期 ４月下旬
・記念行事開催
・シンボルマーク等発表

国民運動準備会議の設置（５月）

◇検討内容等
・国民運動の推進方策（広報戦略、実践促進策）
・運動の重点課題（子供の健全な食生活等）
・推進体制のあり方、試行的取組の実践呼掛け
・運動の財源確保策（基金造成、賛助会員制度等）

国民運動準備会議の設置（５月）

◇検討内容等
・国民運動の推進方策（広報戦略、実践促進策）
・運動の重点課題（子供の健全な食生活等）
・推進体制のあり方、試行的取組の実践呼掛け
・運動の財源確保策（基金造成、賛助会員制度等）

年度当初
年度当初国民運動プレイベントの開催

新しい国民運動の開始を前に国民、関係団体、

企業、地方公共団体等への周知徹底を図る。

◇実 施 国、国民運動準備会議 等
◇予定時期 ２月（都内で開催）
◇内容（例）

・全国の優れた実践事例の収集・評価・発表
※企業、学校・保育所、各種団体、地方自治体別

・企業、各種団体の活動紹介ブース出展
・パネルディスカッション、ワークショップ

◇その他 健体財団主催行事と共同開催

国民運動プレイベントの開催

新しい国民運動の開始を前に国民、関係団体、

企業、地方公共団体等への周知徹底を図る。

◇実 施 国、国民運動準備会議 等
◇予定時期 ２月（都内で開催）
◇内容（例）

・全国の優れた実践事例の収集・評価・発表
※企業、学校・保育所、各種団体、地方自治体別

・企業、各種団体の活動紹介ブース出展
・パネルディスカッション、ワークショップ

◇その他 健体財団主催行事と共同開催

年度終盤
年度終盤

国民運動の展開
－普及啓発及び実践促進－

・食育月間（６月）や食生活改
善普及月間（10月）と連携し

たキャンペーンの展開

・啓発イベントの開催(10月)
・各種団体、企業、地方公共団
体の主体的活動の促進

・管理栄養士等による実践支援

・基金等への協力要請

国民運動の展開
－普及啓発及び実践促進－

・食育月間（６月）や食生活改
善普及月間（10月）と連携し

たキャンペーンの展開

・啓発イベントの開催(10月)
・各種団体、企業、地方公共団
体の主体的活動の促進

・管理栄養士等による実践支援

・基金等への協力要請

年度中盤
年度中盤

健康日本21推進全国大会
新たな国民運動及びプレイベント

のPR、先駆的取組を全国から募集
◇時 期 ９月（開催地：福井県）

健康日本21推進全国大会
新たな国民運動及びプレイベント

のPR、先駆的取組を全国から募集
◇時 期 ９月（開催地：福井県）

年度中盤
年度中盤 各

団
体

試
行
的
取
組

◇国民運動の基本方針検討
・運動の進め方 （運動、食事、

禁煙に焦点）
・推進体制
・推進スケジュール

◇省内関係課・関係団体との意見
交換

◇国民運動の推進方策の素案検討

◇関係各省との連携方策協議
＊文部科学省、農林水産省、

経済産業省

◇準備会議設置準備
・設置要綱（案）等作成
・各団体への参加要請

例えば・・・・
◆メタボ撲滅キャンペーン(産経新聞)
◆伊能忠敬上映運動(俳優座)

例えば・・・・
◆メタボ撲滅キャンペーン(産経新聞)
◆伊能忠敬上映運動(俳優座)

業務委託＝企画提案コンペ実施（５月）

◇シンボルマーク・キャッチコピー等の提案
◇プレイベントの企画・運営の補助

業務委託＝企画提案コンペ実施（５月）

◇シンボルマーク・キャッチコピー等の提案
◇プレイベントの企画・運営の補助

年
度
当
初

年
度
当
初

後期高齢者医療支援金の加算・減算
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保険者による健診・保健指導の実施（平成２０年度施行）保険者による健診・保健指導の実施（平成２０年度施行）

医療保険者に特定健診の実施を義務付け

一定の基準に該当する者

医療保険者に特定保健指導の実施を義務付け

生活習慣病のリスク要因の減少

生活習慣病に起因する医療費の減少

対象者：４０～７４歳の医療保険加入者 約５，６００万人

対象者：約２５％

医療保険者による後期高齢者医療支援金の加算・減算

○項目
・特定健康診査の実施率
・特定保健指導の実施率
・目標設定時と比べた内臓脂肪症候群の該当者・予備群（特定保健指導対象者）の減少率

平成２５年度より、後期高齢者医療支援金について、以下の項目の目標達成状況をもとに加算・減算

（平成２０年度）

（平成１６年）

高齢者の保険料
１割

被保険者

（７５歳以上の者）

被保険者

（７５歳以上の者）
各医療保険（健保、国保等）の被保険者

（０～７４歳）

各医療保険（健保、国保等）の被保険者

（０～７４歳）

＜一括納付＞

交付全市町村が
加入する
広域連合

医療保険者

健保組合、国保など

【国】

【都道府県】

【年金から天引き】【市町村の個別徴収】

公費（約５割）

〔国：都道府県：市町村＝４：１：１〕

後期高齢者医療支援金（仮称）（若年者の保険料）
約４割

保険料

都道府県支援

市町村支援

（注１）国保及び政管健保の後期高齢者医療支援金（仮称）には、別途各々５０％、１６.４％の公費負担がある。
（注２）現役並み所得者については、公費負担（５０％）はなされない。

＜交付＞

支払機関

後期高齢者医療制度の仕組み(平成２０年度)後期高齢者医療制度の仕組み(平成２０年度)

患者

負担

＜対象者数＞ ７５歳以上の後期高齢者 約１,３００万人

＜後期高齢者医療費＞ １１.４兆円

給付費 １０.３兆円 患者負担１.１兆円
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約５４億円

１０％

１０％

後期高齢者医療制度支援金の加算・減算

尼崎市の試算（０～７４歳国保加入者数見込み数約１５万人）

＋５億４千万円

－５億４千万円

負担の差は約１１億円

加算 減算支援金基準額

５年間の医療費

５年間の医療費

５年間の
健診等費用

健診・保健指導の費用対効果の分析方法例（水嶋研究班）

５年間健診・保健指導を全て受けた集団の医療費と健診等費用

５年間健診・保健指導を全く受けなかった集団の医療費

①＜② であれば効果が評価できる。１０年、２０年後の評価も重要

１人当たりの平均費用＋ ＝ ①

＝ ② １人当たりの平均費用
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生活習慣病対策に関する法律及び計画

健康増進計画
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2000

1990

1980

S45 保健所における栄養・運動・休養指導

S39 東京オリンピック

S53～ 第１次国民健康づくり
健診検査の充実
市町村保健センターの設置
保健師などのマンパワー確保
啓発普及

S63～ 第２次国民健康づくり ～アクティプ８０ヘルスプラン～
運動習慣の普及に重点を置いた対策
（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）

H１２～ 第３次国民健康づくり ～健康日本２１～

一次予防の重視
健康づくり支援のための環境整備
具体的な目標設定とその評価
多様な実施主体間の連携強化

これまでのこれまでの我が国における我が国における健康づくり健康づくり運動運動

1970

Ｈ１４ 健康増進法の制定

都道府県健康増進計画における記載事項（概要）

健康日本２１の９分野ごとに、住民の健康に係る現状及び目標、目標を達成するための各主
体の健康増進（個人の健康づくり・生活習慣の改善の支援）に関する取組を記載。

④たばこ
⑤アルコール
⑥歯の健康

⑦糖尿病
⑧循環器病
⑨がん

（参考：健康日本２１の９分野）
①栄養・食生活
②身体活動・運動
③休養・こころの健康づくり

例：すこやか北海道２１

＜栄養・食生活分野＞
○目標：栄養バランスのとれた食事など食生活の改善を進めます
○指標：食塩摂取量（現状値：１２．７ｇ、平成２２年度の目安：１０ｇ未満）
○取組：

北海道：栄養成分表示の実施や健康メニューを提供する「ヘルシーレストラン」の登録制度、
ステッカーの配布

市町村：高齢者がおいしく栄養豊かな食事がで出来るよう研修会を実施
学校教育：小・中学校などに栄養教諭を配置し、「食に関する指導」を推進
医師会：日本食のすばらしさと栄養バランスについての講習会を開催
栄養士会：インターネットによる栄養相談「栄養ケア・ステーション」や、各種研修会の実施
料理士会：生活習慣病の予防と健康づくりに役立つ料理のレシピをホームページで紹介
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都道府県健康増進計画に位置付ける目標項目

健診データ糖尿病発症者の推定数

都道府県健康・栄養調査 健診データ保健指導実施率

健診データ高脂血症発症者の推定数

健診データ高血圧症発症者の推定数

健診データメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）新規該当者の 推定数

都道府県健康・栄養調査 健診データ高脂血症者有病者の推定数

都道府県健康・栄養調査 健診データ高血圧症有病者の推定数

都道府県健康・栄養調査 健診データ糖尿病有病者の推定数

都道府県健康・栄養調査 健診データメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該当者の推定数

都道府県健康・栄養調査 健診データ高血圧症予備群の推定数

都道府県健康・栄養調査多量飲酒者の割合

都道府県健康・栄養調査喫煙する者の割合

都道府県健康・栄養調査睡眠による休養が不足している者の割合

都道府県健康・栄養調査運動習慣のある者の割合

都道府県健康・栄養調査 レセプト医療機関受診率

都道府県健康・栄養調査 健診データ糖尿病予備群の推定数

都道府県健康・栄養調査 健診データメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）予備群の推定数

都道府県健康・栄養調査日常生活における歩数

都道府県健康・栄養調査朝食欠食率

都道府県健康・栄養調査野菜摂取量

都道府県健康・栄養調査 健診データ健診受診率健診・保健指導の実
績

プロセス

都道府県健康・栄養調査メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の概念を知っている人の割
合

普及啓発による 知
識浸透率

プロセス

肥満者の推定数（成人・小児）

脂肪エネルギー比率

内臓脂肪型肥満に着
目した生活 習慣病
の有病者・予備群の
数

適切な生活習慣を有
する率

都道府県健康・栄養調査 健診データアウトカム

境界領域期・有
病期

都道府県健康・栄養調査アウトカム

日頃の生活習
慣

データソース基準指標

６１

都道府県生命表（５年ごと）（６５歳、７５歳平均余命）

都道府県生命表（５年ごと）（平均寿命）

都道府県生命表（５年ごと） レセプト６５歳、７５歳平均自立期間

人口動態統計虚血性心疾患による死亡率

虚血性心疾患受療率

日本透析医学会糖尿病による人工透析新規導入率

患者調査（３年ごと）

都道府県生命表（５年ごと） レセプト平均自立期間健康寿命

社会福祉行政業務報告糖尿病による失明発症率合併症率

脳卒中による死亡率

脳血管疾患受療率

死亡率

疾患受療率

人口動態統計アウトカム

死亡

アウトカム

重症化・

合併症

患者調査（３年ごと）

データソース基準指標生活習慣病発
展段階

歯科疾患実態調査８０２０の人数歯の健康

人口動態統計自殺者数こころの健康

国民生活基礎調査（３年ごと）がん検診受診者数がん

データソース基準指標

（参考）上記に含まれない「健康日本２１」代表目標項目のうち、健康指標として都道府県健康増進計画に位置付けるもの

６２
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医療費適正化計画

・都道府県医療費適正化計画の目標の参酌標準
・都道府県医療費適正化計画の作成、評価に関する基本的事項 等

※市町村と協議

・都道府県における目標
－住民の健康の保持の推進に関する目標
－医療の効率的な提供に関する目標

・目標達成のために都道府県が取り組むべき施策
・保険者、医療機関その他の関係者の連携・協力
・計画期間の医療費の見通し 等

都道府県医療費適正化計画（期間５年）

・国が達成すべき目標
－国民の健康の保持の推進に関する目標
－医療の効率的な提供の推進に関する目標

・目標達成のために国が取り組むべき施策
・保険者、医療機関その他の関係者の連携・協力
・計画期間の医療費の見通し 等

医療費適正化に関する施策についての基本的な方針

※健康増進計画、医療計画、介護保険事業支援計画との調和規定

進捗状況の評価（計画策定年度の翌々年度）
・全国医療費適正化計画、都道府県医療費適正化計画の進捗状況を評価、結果を公表

実績の評価（計画終了年度の翌年度）
・全国医療費適正化計画、都道府県医療費適正化計画の目標の達成状況等を評価、結果を公表
・厚生労働大臣は、都道府県知事と協議の上、適切な医療を各都道府県間において公平に提供する
観点から見て合理的であると認められる範囲で、都道府県の診療報酬の特例を設定することができ
る

保険者又
は医療機
関に対す
る必要な
助言又は
援助

全国医療費適正化計画（期間５年）

医療費適正化計画の仕組み （平成20年4月施行）
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○住民の健康の保持の推進に関し、都道府県において達成すべき目標

(1)特定健康診査の実施率
平成24年度において40歳から74歳までの対象者の70％以上が特定健康診査を受診すること
とする。

(2)特定保健指導の実施率
平成24年度において、当該年度における特定保健指導が必要と判定された対象者の45％以
上が特定保健指導を受けることとする。

(3)メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率に関する数値目標
平成20年度と比べた、平成24年度時点でのメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の
減少率を、10％以上の減少とする。

※この目標は、長期的には平成27年度末時点で平成20年度当初と比べて25％以上減少という目標

を踏まえたものである。

医療費適正化に関する施策についての基本的な方針(案) （参酌標準関連）

２５％
(H20比)

６０％

８０％

H27
目標値

H27時点でH20に比べ25%減少という政策目標から、
H24時点の目標値を算出

モデル事業等から保健指導による改善率を設定し、
H27に政策目標の25%の減少率を達成するために、
H24時点及びH27時点で必要な実施率

H16国民生活基礎調査によれば、過去1年間に何ら
かの健診を受けた者は60.4%

5年間で100%を目指すべきという考え方もありうるが、
どうしても健診を受けられない環境にある者、受診を
希望しない者等も考えられることから、80%程度で頭
打ちになると仮定

設定に当たっての考え方
H24参酌
標準(案)

項目

１０％
(H20比)

③メタボリックシンド
ロームの該当者及び
予備群の減少率

４５％
②特定保健指導の
実施率

７０％
①特定健康診査の
実施率

※各医療保険者は、H20～24各年度の①～③の目標値を設定。このうち、H24年度は上記参酌標準(案)に即して設定。

医療保険者に対する目標値の設定の考え方 (参考)



36

特定健康診査等実施計画

ー特定健診等基本指針案のポイントー

特定健康診査等基本指針

第三 特定健康診査等実施計画の作成に関する重要事項

一 達成しようとする目標

二 特定健康診査等の対象者数に関する事項

三 特定健康診査等の実施方法に関する事項

四 個人情報の保護に関する事項

五 特定健康診査等実施計画の公表及び周知に関する事項

六 特定健康診査等実施計画の評価及び見直しに関する事項

七 その他特定健康診査等の円滑な実施を確保するために保険者が必要と認める事項

第二 特定健康診査等の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事項

一 特定健康診査の実施に係る目標

二 特定保健指導の実施に係る目標

三 特定健康診査等の実施の成果に係る目標

第一 特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項

一 特定健康診査の実施方法に関する基本的な事項

１ 特定健康診査の基本的考え方

２ 特定健康診査の実施に係る留意事項

３ 事業者等が行う健康診断との関係

二 特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項

１ 特定保健指導の基本的考え方

２ 特定保健指導の実施に係る留意事項

３ 事業者等が行う保健指導との関係

三 特定健康診査等の実施における個人情報の保護

はじめに

①特定健診・特
定保健指導の実
施方法

②実施計画にて
設定する目標値

③実施計画に記
載すべき事項

○ 各保険者が、特定健康診査等実施計画を策定するにあたり、必要な情報を取りまとめた指
針。（平成20年3月31日 厚生労働省告示第150号）

○ 実施計画そのものは、②③を参考に策定し、①は③を記述する上で留意すべき点のみに
絞って整理
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目標値の参酌標準(特定健康診査等実施計画)
(1)全国目標

２５％
(H20比)

６０％

８０％

H27
目標値

H27時点でH20に比べ25%減少という政策目標から、
H24時点の目標値を算出

モデル事業等から保健指導による改善率を設定し、
H27に政策目標の25%の減少率を達成するために、
H24時点及びH27時点で必要な実施率

H16国民生活基礎調査によれば、過去1年間に何ら
かの健診を受けた者は60.4%

5年間で100%を目指すべきという考え方もありうるが、
どうしても健診を受けられない環境にある者、受診を
希望しない者等も考えられることから、80%程度で頭
打ちになると仮定

設定に当たっての考え方
H24参酌
標準(案)

項目

１０％
(H20比)

③メタボリックシンド
ロームの該当者及び
予備群の減少率

４５％
②特定保健指導の
実施率

７０％
①特定健康診査の
実施率

※「③メタボリックシンドロームの該当者及び予備群」とは、8学会の基準に合致する者だけではなく、腹囲が基準以上で血糖値が高
い者や、腹囲が基準以下でもBMIの値の大きい者も含む。

(2)保険者別の参酌標準(国が示す基準)

○ 各保険者は、実施計画における平成24年度の目標値を、国の基本指針が示す参酌標準
に即して設定。

○ 毎年度の目標値は、各保険者がそれぞれの実情を踏まえて、円滑に平成24年の目標値
に至るよう、設定。

当該保険者の実際の被
保険者数・被扶養者数
で算出

被扶養者比率が
25%以上※

被扶養者比率が
25%未満※

市町村国保

総合健保
政管(船保)
国保組合

６５％

７０％

８０％
単一健保
共済

１０％

４５％

参酌標準(案)

保健指導実施率の目標を一律と
することとあわせ、保健指導の成
果である該当者及び予備群の減
少率も一律とするのが合理的

健診の場合の事業主健診のよう
な実施率に影響する明確な要因
はない

被保険者分については、保険者
の種別で3区分し（被扶養者は分
けない）、それぞれの目標実施率
を各保険者における対象者数(推
計値)に乗じて（加重平均値を基
礎に）算定（次ページに詳細）

設定理由等
全国
目標

項目

10%

③メタボリックシン
ドロームの該当者
及び予備群の減
少率

45%
②特定保健指導
の実施率

70%
①特定健康診査
の実施率

※単一健保・共済の中でも、被保険者・被扶養者の構成が平均的な割合と大きく異なる保険者（被扶養者比率の高い保険者）は、
その比率に即した参酌標準とする。
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合計
被保険

者
被扶養

者
合計

被保険
者

被扶養
者

合計
被保険

者
被扶養

者
合計

被保険
者

被扶養
者

合計 組合員 家族 合計 一般 退職

対象者数(推計値) 57,113 7,107 4,675 2,432 3,603 2,558 1,045 3,406 2,347 1,059 14,910 10,755 4,155 1,816 1,077 739 26,270 23,110 3,160

目標実施率 70.0% 78.2% 85.0% 65.0% 79.2% 85.0% 65.0% 71.9% 75.0% 65.0% 72.2% 75.0% 65.0% 70.9% 75.0% 65.0% 65.0% 65.0% 65.0%

目標実施者数 39,988 5,554 3,973 1,581 2,854 2,175 679 2,449 1,760 688 10,767 8,067 2,701 1,288 808 480 17,076 15,022 2,054

平成24年度推計
（単位：千人）

合計
市町村国保単一組合(健保) 総合組合(健保) 政管(船保含む)共済組合 国保組合

参考１：参酌標準（健診実施率）算定の考え方

※H15の実績値を、人口推計や労働力比率等を用いて推計。
※国保組合については、H17の調査結果から組合員・家族の構成比を用いて推計
※単一健保と組合健保の対象者数は、下表の平成24年時点での組合健保全体の推計値を、平成17年10月末時点での比率(障害認定・老健受給対象者も含む)で按分
単一組合（1267組合/H18）…一企業により組織された組合
総合組合（279組合/H18）…同種同業の複数事業主等で組織された組合

当該保険者の実際の被
保険者数・被扶養者数で

の算出

被扶養者比率が
25%以上

単一健保・共済

６５％

市町村国保

７０％

総合健保・政管(船保含む)・国保組合

８０％

被扶養者比率が
25%未満

被扶養者・家族(国保組合)

地域での受診が主となる集団
事業主健診による受診率向上が図れない

６５％
市町村国保

事業主健診により、ある程度は受診率向上が見込まれる７５％
総合健保
政管(船保含む)
国保組合(組合員)

事業主健診により、かなりの受診率向上が見込まれる８５％
単一健保
共済

被保険者

保険者の種別及び被保険者・被扶養者別での事情を勘案

※同じグループ内の保険者でも、被保険者・被扶養者の構成が平均的な割合と大きく異なる保険者については、平均的な保険者と比して過度に厳しいか又は緩い目標値となる可
能性がある。これを避けるために、保険者ごとにその被保険者・被扶養者割合を考慮した、異なる参酌標準とする。

医療計画
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医療提供体制をめぐるこれまでの経緯

終戦後：感染症等の急性期患者が中心の時代。
昭和２３年医療法制定。公的な医療機関を中心に、病院の量的確保。

昭和３６年国民皆保険達成。
保険証があれば全国どこの医療機関でも受診できるフリーアクセス、自由開業制と相まって、経済
成長もあり、医療機関数は増大。

昭和４８年老人医療費無料化政策。無医大県解消政策。
家庭での介護が困難な高齢者の受け皿としての病院・病床が増大。

昭和６０年医療法改正で、都道府県医療計画制度が導入され、病床規制を実施。
地域の病床数が基準を超えている地域には原則新たな病院設置ができず、病院・病床数の伸びに
歯止めがかかることに。
昭和６１年から、医学部定員について抑制基調。

平成４年医療法改正で、特定機能病院制度及び療養型病床群の創設。
平成９年医療法改正で、総合病院制度の廃止と地域医療支援病院制度の創設。
平成１２年医療法改正で、療養病床と一般病床の区分。
医療機能の分化を図るための病院類型の創設、インフォームド・コンセントなど患者の視点にたった
見直し。
平成１６年新臨床研修制度の実施。半数以上が大学病院以外の研修病院で臨床研修。

平成１８年医療法改正で、地域医療連携体制の構築を進める医療計画制度の見直し、医療機関の
機能に関する情報の開示等。

77

医 療 計 画 制 度 の 概 要（従来）

（ 制 度 の 趣 旨 ）

○ 地域の体系的な医療提供体制の整備を促進するため、医療資源の効率的活用、医療関係施設間の機能連

携等の確保を図ることを目的としている。

○ 医療計画には、医療圏の設定及び基準病床数に関する事項、地域医療支援病院の整備の目標等に関する

事項、医療関係施設相互の機能の分担及び業務の連係等に関する事項等を定める。

○ 都道府県は、医療計画について少なくとも５年ごとに再検討を加えることとされている。

（ 医 療 圏 の 設 定 ）
○ 医療計画の単位となる区域（主として病院の病床の整備を図るべき地域的単位）として医療圏を設定する。

【 基準病床数制度 】
◇ 基準病床数は、その地域（二次医療圏など）に

どの程度の病床数を整備すべきかという整備目
標である。

◇ 基準病床数を超える病床の増加を抑制する基
準となっている。

◇ 基準病床数を定め、病床不足地域における病
床整備を進める一方、過剰地域の病床増加を
抑制することにより、病床の整備を過剰地域か
ら非過剰地域へ誘導し、医療資源の効率的活

用を通じて適正な医療の確保を図る。

（ 医療計画に記載する事項 ）

○ 医療圏の設定

○ 基準病床数の算定

○ 地域医療支援病院の整備目標

○ 設備、器械・器具の共同利用等、医療関係施設相互

の機能の分担

○ 休日診療、夜間診療等の救急医療の確保

○ へき地医療の確保

○ 医師等の医療従事者の確保

○ その他医療を提供する体制の確保
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“現在の医療計画制度の問題点”

（１）患者の実際の受療行動に着目するのではなく、医療
提供サイドの視点で構想。

（２）地域の疾病動向を勘案しない量的な視点を中心に構想。

（３）地域の医療機関が担える機能に関係なく、結果として
大病院を重視することとなる階層型構造を念頭に構想。

《新たな医療計画制度での医療連携体制の考え方》

（１）患者を中心にした医療連携体制を構想

（２）主要な事業ごとに柔軟な医療連携体制を構想

（３）病院の規模でなく医療機能を重視した医療連携体制
を構想

３次医療：先進的な技術や特殊な医
療、発生頻度が低い疾病
に関するものなどの医療
需要に対応した医療

２次医療：入院治療を主体とした医療活動
がおおむね完結する医療

１次医療：普段からの健康相談が受けられる、
かかりつけ医を中心とした地域医
療体制の確立を目指した医療

〔これまでの医療計画の考え方〕 〔新たな医療計画の考え方（イメージ）〕

かかりつけ医機能

（診療所・一般病
院）

専 門 的 な
治療を行う
機 能

介護・福祉
サ ー ビ ス
機 能

回 復 期
リ ハ ビ リ
機 能

療 養 を
提 供 す る
機 能

主要な事業ごとに医療機関
の医療機能（医療連携体
制）が明示されることで患者
の安心感を確保。

救 急 医 療
の 機 能 住 民

患 者

階層型構造の医療提供体制から住民・患者の視点に立った医療連携体制への転換

79

住民・患者

かかりつけ医

医療提供者

医療提供者

医療提供者

医療機関

医療提供者

医療提供者

医療提供者

医療提供者

医療提供者

中心となって医療
連携の構築に向け

調整する組織医療提供者

医療提供者

医療機能に応じて各医療提供者がそれぞれ患者の様態に
対し適切な医療サービスを提供することが原則であるが
、地域によっては、すべての医療機能を有した一つの医
療機関が包括的に医療サービスを提供することもある。

特殊な医療は都道府県を超え
た連携が必要

「組織」

・各医療提供者の医療機能
を患者に適切に情報提供
できるよう調整

・医療連携体制全体でもっ
て、切れ目のない医療サ
ービスの提供に向け調整

・医療連携体制全体の医療
の質の向上のため、医療
従事者の研修などに取り
組み都道府県圏

地域の「医療連携体制」のイメージ
～ 「医療機関完結型医療」から「地域完結型医療」へ ～
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（同項第４号に基づき省令で規定）
→ 生活習慣病その他の国民の健康の保持を図る

ために特に広範かつ継続的な医療の提供が必要
と認められる疾病として厚生労働省令で定める
ものの治療又は予防に係る事業に関する事項

<医療法施行規則第３０条の２８>

・ がん
・ 脳卒中
・ 急性心筋梗塞
・ 糖尿病

（同項第５号で規定）
→ 医療の確保に必要な事業

・ 救急医療
・ 災害時における医療
・ へき地の医療
・ 周産期医療
・ 小児医療（小児救急医療を含む）

・ 上記のほか、都道府県知事が疾病

の発生状況等に照らして特に必要と
認める医療

４疾病 ５事業[＝救急医療等確保事業]

医療連携体制を構築し医療計画に明示
【医療法第３０条の４第２項第２号】
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（ 医療計画に記載しなければならない事項 ： 局長通知 ）

○ 医療圏の設定

○ 基準病床数の算定

○ 地域医療支援病院の整備目標

○ 設備、器械・器具の共同利用等、医療関係施設相互の機能の分担

○ 休日診療、夜間診療等の救急医療の確保

○ へき地医療の確保

○ 医師等の医療従事者の確保

○ その他医療を提供する体制の確保

（ 医療計画に記載しなければならない事項 ： 医療法第30条の４）

○ 医療圏の設定

○基準病床数の算定

○ 地域医療支援病院の整備目標

○４疾病及び５事業の目標・医療連携体制、医療圏の設定

○医療連携における医療機能に関する情報提供の推進

○居宅における医療の確保

○医療安全の確保

○医師等の医療従事者の確保

○ その他医療を提供する体制の確保

医療計画の記載内容

これまでの医療計画

これからの医療計画

＜4疾病＞

がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病

＜５事業＞
救急医療、災害医療、へき地医療、
小児医療、周産期医療
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●地域医療連携クリティカルパスの導入率●急性合併症の治療を行う医療機関数●糖尿病教室等の患者教育を実施する医
療機関数

●教育入院を行う医療機関数

●糖尿病教室等の患者教育を実施する
医療機関数

指
標
に
よ
る

現
状
把
握

●薬物療法からの離脱実績 ●糖尿病による失明発症率

●治療中断率（医師の判断によらないものに限る） ●糖尿病腎症による透析導入率

●糖尿病に合併する脳卒中、心筋梗塞の発症数 ●年齢調整死亡率

●病院又は診療所●病院又は診療所●病院又は診療所●病院又は診療所
医

療

機
関
例

【慢性合併症治療】【急性増悪時治療】【専門治療】【初期・安定期治療】

糖尿病の慢性合併症の治療急性合併症の治療血糖コントロール不可例の治療
合併症の発症を予防するための初期・
安定期治療

機
能

●糖尿病の慢性合併症に対する専門的治
療の実施

●糖尿病昏睡等急性合併症の治療実施●教育入院等の集中的な治療による、血糖
コントロール指標の改善

●糖尿病の診断及び生活習慣指導の
実施

●良好な血糖コントロール評価を目指し
た治療

目
標

連
携

求
め
ら
れ
る
事
項

●糖尿病の診断及び専門的指導

●75ｇOGTT、HbA1c等糖尿病の評価

に必要な検査の実施

●食事療法、運動療法及び薬物療法に
よる血糖コントロール

●低血糖時及びシックデイの対応

●糖尿病昏睡等急性合併症の治療に関する
２４時間対応

●食事療法、運動療法を実施するための設
備

●75ｇOGTT、HbA1c等糖尿病の評価に必

要な検査の実施

●各専門職種のチームによる、食事療法、
運動療法、薬物療法等を組み合わせた教
育入院等の集中的な治療（心理問題を含
む。）の実施

●糖尿病患者の妊娠への対応

●食事療法、運動療法を実施するための設
備

医療施設間における診療情報・治療計画の共有

地域医療連携クリティカルパスの導入率

糖尿病の医療体制

時間の流れ

血
糖
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

（
不
可
）

（
優
）

○ 血糖コントロール不可例に対する指標改
善のための教育入院等、集中的な治療の
実施

専 門 治 療

◇◇病院

■■医療センター

○ 糖尿病の慢性合併症の専門的な治療
の実施

・糖尿病網膜症
・糖尿病腎症
・糖尿病神経障害 等

慢性合併症治療

◇◇病院

■■眼科

○ 糖尿病昏睡等 急性合併症の治療の実施

急性増悪時治療

■■病院

転院・退院時連携

血糖コントロール不可例の連携
紹介時・治療時連携

健康診査等
による糖尿病
の早期発見

糖尿病の医療体制

紹介・
治療時
連 携

○ 糖尿病の診断及び生活習慣病の指導

○ 良好な血糖コントロール評価を目指した治療

○○診療所

◆◆医院

初期・安定期治療


